
 資料７ 

候補地の絞り込み方法

エネルギー回収型一般廃棄物処理施設、新最終処分場ともそれぞれ４か所の整備候補地から令和

２年度中にそれぞれ１か所の建設候補地を決定するに当たり、候補地の絞り込み方法を次のとおり

とする。 

１ 候補地の絞込み方法 

 比較検討する項目を設定し、数値化できる項目は数値化して比較評価する。（定量評価） 

 数値化できない項目は、利点、課題などを整理して比較評価する。（定性評価） 

  及び の総合評価により候補地の絞り込みを行う。

２ 比較検討する項目 

 エネルギー回収型一般廃棄物処理施設（新処理施設） 

施設整備基本方針 比較検討する項目 

① 安定性に優れた安全な施設
受電環境、給水環境、配水管までの距離、亜炭採掘鉱区、 

配慮を要する構造物、土質 

② 環境に配慮した施設 
交通量、交差点位置、取付道路、景観との調和、 

自然環境への影響、生活環境への影響 

③ 廃棄物を資源として活用で

きる施設 
資源の活用先 

④ 災害に強い施設 予測される自然災害の種類、施設建設の阻害要因 

⑤ 経済性に優れた施設 
造成費、施設建設費、取付道路整備費、用地取得費、 

運転管理費、収集運搬費 

⑥ その他 
総合計画・土地利用計画との整合性、協働による地域づくり、 

利用者の利便性、想定地権者数、想定筆数、文化財 

 新最終処分場  

施設整備基本方針 比較検討する項目 

① 安定性に優れた安全な施設
受電環境、給水環境、配水管までの距離、亜炭採掘鉱区、 

湧水・表流水、土質 

② 環境に配慮した施設 
交通安全、排水環境、景観との調和、自然環境への影響、 

生活環境への影響、周辺農地への影響 

③ 災害に強い施設 予測される自然災害の種類、施設建設の阻害要因 

④ 経済性に優れた施設 
造成費、施設建設費、取付道路整備費、用地取得費、 

運転管理費、運搬費 

⑤ その他
総合計画・土地利用計画との整合性、協働による地域づくり、 

利用者の利便性、想定地権者数、想定筆数、工事環境
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最終処分場の候補地の評価 

１ 候補地について 

最終処分場の候補地については、専門家による整備候補地選定委員会を設置して選定作業を行い、令和元

年10月に４か所の最終選考候補地を決定した。 

当組合として１か所の建設候補地を決定するため、候補地それぞれの特徴を把握した上で、利点や課題な

どを整理し、４か所の候補地を評価した。 

２ 評価の考え方 

各候補地について、施設整備基本方針の区分ごとに利点と課題を整理してそれぞれの区分において優位な

候補地を評価し、さらに総合的に評価した。

「安定性に優れた安全な施設」の評価 

「安定性に優れた安全な施設」であるためには、廃棄物を長期間にわたり安定して処理できる条件を有

する土地に建設することが望ましい。そのため、受電環境や給水環境のほか、施設の建設や運転管理にお

いて留意が必要な項目などについて、候補地ごとに比較した。 

「環境に配慮した施設」の評価 

「環境に配慮した施設」であるためには、施設の建設や運転管理において周囲の環境に及ぼす影響がで

きるだけ少なくて済む条件を有する土地に建設することが望ましい。そのため、周辺の生活環境や自然環

境の特徴を把握し、周辺環境や景観に及ぼす影響について、候補地ごとに比較した。

「災害に強い施設」の評価 

「災害に強い施設」であるためには、災害時でも施設が稼働し続けられるよう、災害による被害を受け

にくい条件を有する土地に建設することが望ましい。そのため、想定される災害や施設建設の阻害要因の

有無について、候補地ごとに比較した。 

「経済性に優れた施設」の評価 

「経済性に優れた施設」であるためには、施設の建設費と維持管理費が少なくて済む条件を有する土地

に建設することが望ましい。そのため、造成費などの初期費用と運搬費などの維持費用について、候補地

ごとに比較した。 

「その他」の評価 

施設整備基本方針の各区分には分類できないが、建設候補地を絞り込むに当たり、検討が必要な項目に

ついて、候補地ごとに比較した。 

３ 評価方法 

評価は、施設整備基本方針の区分ごとに数値化できるものとできないものに分け、評価した。 

 数値で評価可能なものは、項目ごとに３段階で比較評価した。（定量評価） 

＜評価方法＞ 

① 配水管までの距離、想定地権者数、想定筆数：最大値と最小値の間を概ね３等分し評価した。優位な

方から「◎」、「○」、「△」と記載した。 

② 初期費用及び維持費用：最小値との比較により評価した。割合に応じて優位な方から「◎」、「○」、「△」

と記載した。 

◎：最小値＋５％以内 ○：最小値＋10％以内 △：最小値＋10％超 
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 数値化できないものは、利点と課題を整理して評価した。（定性評価） 

＜評価方法＞ 

① １項目１区分 

ある項目の評価が、施設整備基本方針の複数の区分に関連する場合であっても、一つの区分に整理した。 

（例） 【評価】配水管までの距離 

→ 「安定性に優れた安全な施設」に整理し、「経済性に優れた施設」には整理しない。 

② １項目１評価 

ある項目の評価が、利点と課題の表裏一体をなす場合、当地方の実情に応じていずれか一方に整理した。 

４ 区分別評価 

区分別評価は、次のとおりである。 

 「安定性に優れた安全な施設」の評価 

「安定性に優れた安全な施設」であるためには、廃棄物を長期間にわたり安定して処理できる条件を有

する土地に建設することが望ましい。そのため、受電環境や給水環境のほか、施設の建設や運転管理にお

いて留意が必要な項目などについて、候補地ごとに比較した。 

「受電環境」については、いずれの候補地にも課題は見つからず、工事費負担金などは受電規模、使用

設備などを決めてから電力会社と協議するため、優劣はないと評価した。 

「給水環境」については、水の使用量を日量200リットル程度と想定しており、「長坂字長平ほか」は給

水区域外であり、給水区域内である「滝沢字駒場ほか」、「金沢字長沢ほか」、「千厩字北ノ沢ほか」を優位

と評価した。 

「配水管までの距離」については、「滝沢字駒場ほか」が60メートルで最も短く、最も長い「金沢字長

沢ほか」が770メートルであったが、設備を管理する上で大きな差はないと判断した。一方、「長坂字長平

ほか」は給水区域外であったことから、「滝沢字駒場ほか」、「金沢字長沢ほか」、「千厩字北ノ沢ほか」を優

位と評価した。 

「亜炭採掘鉱区」については、「滝沢字駒場ほか」は一部鉱区内であり詳細な調査が必要であることから、

鉱区外である「金沢字長沢ほか」、「千厩字北ノ沢ほか」、「長坂字長平ほか」を優位と評価した。 

「湧水・表流水」については、「滝沢字駒場ほか」は表流水は主に浸透して湿地となる地形であり、「長

坂字長平ほか」は多量の湧水への対策が必要であることから、それぞれ課題があると評価した。一方、「金

沢字長沢ほか」、「千厩字北ノ沢ほか」は、流水はあるが施設の建設や維持管理の上で支障はないことから、

優位と評価した。 

「土質」については、「滝沢字駒場ほか」、「金沢字長沢ほか」、は高含水比のため造成時の掘削土を盛土

流用するには土質改良が必要であり、「長坂字長平ほか」は基盤が岩塊のため盛土流用に適さない。そのた

め、盛土流用するのに支障がない「千厩字北ノ沢ほか」を優位と評価した。 

○ 項目ごとの評価結果 

「受電環境」………………優劣はない 

「給水環境」………………「滝沢字駒場ほか」、「金沢字長沢ほか」、「千厩字北ノ沢ほか」 

「配水管までの距離」……「滝沢字駒場ほか」、「金沢字長沢ほか」、「千厩字北ノ沢ほか」 

「亜炭採掘鉱区」…………「金沢字長沢ほか」、「千厩字北ノ沢ほか」、「長坂字長平ほか」 

「湧水・表流水」…………「金沢字長沢ほか」、「千厩字北ノ沢ほか」 

「土質」……………………「千厩字北ノ沢ほか」 
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これらのことから、この区分において最も優位な候補地は、「千厩字北ノ沢ほか」、次いで「金沢字長沢

ほか」、次いで「滝沢字駒場ほか」と評価した。 

この区分において 

優位と評価した候補地 

① 千厩字北ノ沢ほか 

② 金沢字長沢ほか 

③ 滝沢字駒場ほか 

［参考］ 

（定量評価） 

候補地 

【配水管までの距離】 

◎：300ｍ未満 

○：300ｍ以上530m未満 

△：530m以上 

備考 

滝沢字駒場ほか 
◎ 

60ｍ ・ 給水区域内の３候補地

は、設備を管理する上で

大きな差はないと判断

し、優劣はないと評価 

金沢字長沢ほか 
△ 

770ｍ 

千厩字北ノ沢ほか
○ 

300ｍ 

長坂字長平ほか 
△ 

給水区域外 

（定性評価） 

候補地 利点 課題 備考 

滝沢字駒場ほか 【受電環境】 

・ 受電は原則可能（工事費

負担金などは、受電の規

模、使用設備などを決め

てから電力会社と協議） 

【給水環境】 

・ 給水区域内 

【亜炭採掘鉱区】 

・ 候補地の一部が亜炭採掘

鉱区内にあり、詳細な調査

が必要

【湧水・表流水】 

・ 表流水は主に浸透してい

る。敷地外への排出量が少

なく、湿地となっている。

【土質】 

・ 粘性土、砂質粘土など。

高含水比のため、造成時の

掘削土を盛土流用するに

は土質改良が必要 
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候補地 利点 課題 備考 

金沢字長沢ほか 【受電環境】 

・ 受電は原則可能（工事費

負担金などは、受電の規

模、使用設備などを決め

てから電力会社と協議） 

【給水環境】 

・ 給水区域内 

【亜炭採掘鉱区】

・ 亜炭採掘鉱区外 

【土質】 

・ 粘性土、砂質粘土など。

高含水比のため、造成時の

掘削土を盛土流用するに

は土質改良が必要 

・ 一部に硬質岩盤が分布

し、掘削が困難となるおそ

れがある。 

【湧水・表流水】 

・ 水路、沢に流水がある。

谷底に当たる水田は湿地

状であるが、支障はない。

千厩字北ノ沢ほか 【受電環境】 

・ 受電は原則可能（工事費

負担金などは、受電の規

模、使用設備などを決め

てから電力会社と協議） 

【給水環境】 

・ 給水区域内 

【亜炭採掘鉱区】

・ 亜炭採掘鉱区外 

・ 特になし 

【湧水・表流水】 

・ 水路に流水がある。谷

底に当たる水田は湿地状

であるが、支障はない。

【土質】 

・ 粘性土、真砂土であり、

造成時の掘削土を盛土流

用するのに、支障はない。

長坂字長平ほか 【受電環境】 

・ 受電は原則可能（工事費

負担金などは、受電の規

模、使用設備などを決め

てから電力会社と協議） 

【亜炭採掘鉱区】

・ 亜炭採掘鉱区外

【給水環境】 

・ 給水区域外 

【湧水・表流水】 

・ 多量の湧水への対策が

必要 

【土質】 

・ 表層部は砂礫、粘土混じ

り礫である。基盤が岩塊で

あり、造成時の掘削土は盛

土流用に適さない。 
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 「環境に配慮した施設」の評価 

「環境に配慮した施設」であるためには、施設の建設や運転管理において周囲の環境に及ぼす影響が

できるだけ少なくて済む条件を有する土地に建設することが望ましい。そのため、周辺の生活環境や自

然環境の特徴を把握し、周辺環境や景観に及ぼす影響について、候補地ごとに比較した。 

「交通安全」については、「長坂字長平ほか」は防護柵や路肩表示などの交通安全対策が必要であり、県

道と林道との交差点の見通しも悪いことに対し、一般的な交通安全対策で対応可能である「滝沢字駒場ほ

か」、「金沢字長沢ほか」、「千厩字北ノ沢ほか」を優位と評価した。 

「排水環境」については、「長坂字長平ほか」は近くの山谷川に漁業権が設定されているのに対し、近く

の河川に漁業権が設定されていない「滝沢字駒場ほか」、「金沢字長沢ほか」、「千厩字北ノ沢ほか」を優位

と評価した。 

「景観との調和」については、各候補地とも山林や農地であり、施設を建設する上で景観との調和に配

慮することは必要だが、特に留意すべき大きな課題はないことから、優劣はないと評価した。 

「自然環境への影響」については、各候補地とも新たな土地開発を行うものであり、ある程度の環境負

荷を伴うことから、優劣はないと評価した。 

「生活環境への影響」については、各候補地とも敷地から 500ｍ以内に住宅があり、騒音や振動などへ

の対策が必要であることから、優劣はないと評価した。敷地から500ｍ以内の住宅の数は、「滝沢字駒場ほ

か」が57戸、「金沢字長沢ほか」が14戸、「千厩字北ノ沢ほか」が94戸、「長坂字長平ほか」が１戸であ

った。 

「周辺農地への影響」については、各候補地とも下流に水田があり配慮が必要であることから、優劣は

ないと評価した。 

※ 「生活環境への影響」は、第４回住民説明会における意見を反映し、評価項目として追加したも

の。 

※ 「生活環境への影響」における評価の基準とした「範囲500ｍ以内」の設定根拠は、「廃棄物処理施

設等設置等事前協議書作成の手引き」（平成31年３月・岩手県）に示されている最終処分場を設置す

る際の事前説明の範囲（用地から500ｍ）を参考としたものである。 

○ 項目ごとの評価結果 

    「交通安全」……………「滝沢字駒場ほか」、「金沢字長沢ほか」、「千厩字北ノ沢ほか」 

    「排水環境」……………「滝沢字駒場ほか」、「金沢字長沢ほか」、「千厩字北ノ沢ほか」 

    「景観との調和」………優劣はない 

    「自然環境への影響」…優劣はない 

「生活環境への影響」…優劣はない 

「周辺農地への影響」…優劣はない 

これらのことから、この区分において最も優位な候補地は、「滝沢字駒場ほか」、「金沢字長沢ほか」、「千

厩字北ノ沢ほか」と評価した。 

この区分において 

優位と評価した候補地 
① 滝沢字駒場ほか、金沢字長沢ほか、千厩字北ノ沢ほか 
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［参考］ 

（定性評価） 

候補地 利点 課題 備考 

滝沢字駒場ほか 【交通安全】 

・ 市道三関下滝沢線から候

補地に進入する。市道の交

通量は比較的多いが、候補

地に出入りする車両数は非

常に少なく、一般的な交通

安全対策で対応可能 

【排水環境】 

・ 候補地に近い滝沢川に漁

業権は設定されていない。 

【自然環境への影響】 

・ 施設建設に伴う新たな土

地開発を行うものであり、

ある程度の環境負荷を伴

う。 

【生活環境への影響】 

・ 敷地から500ｍ以内に住

宅があり、騒音などへの配

慮が必要（57戸） 

【周辺農地への影響】 

・ 市道三関下滝沢線を挟ん

で候補地の下流に農業用た

め池があり、その下流に水

田があるため、配慮が必要

【景観との調和】

・ 候補地周辺は、山林

及び農地である。工業

団地に近接している。

金沢字長沢ほか 【交通安全】 

・ 県道弥栄金成線から市道

刈生沢中山線、長沢中山線

を経由して候補地に進入す

る。長沢中山線は幅員が狭

く未舗装部分があるが交通

量は少なく、候補地に出入

りする車両数も非常に少な

い。一般的な交通安全対策

で対応可能 

【排水環境】 

・ 候補地に近い瀬脇川に漁

業権は設定されていない。 

【自然環境への影響】 

・ 施設建設に伴う新たな土

地開発を行うものであり、

ある程度の環境負荷を伴

う。 

【生活環境への影響】 

・ 敷地から500ｍ以内に住

宅があり、騒音などへの配

慮が必要（14戸） 

【周辺農地への影響】 

・ 市道長沢中山線を挟んで

候補地の下流に水田がある

ため、配慮が必要 

【景観との調和】 

・ 候補地周辺は、山林

及び農地である。 

【自然環境への影響】

・ 希少動植物の生息の

可能性が指摘されてい

るが、適切な対策の実

施により保護が可能 
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候補地 利点 課題 備考 

千厩字北ノ沢ほか 【交通安全】

・ 市道構井田鳥羽線から千

厩北ノ沢３号線を経由して

候補地に進入する。市道の

交通量は少なく、千厩北ノ

沢３号線は幅員が狭く未舗

装であるが、候補地に出入

りする車両数も非常に少な

い。一般的な交通安全対策

で対応可能 

【排水環境】 

・ 候補地に近い北ノ沢川に

漁業権は設定されていな

い。 

【自然環境への影響】 

・ 施設建設に伴う新たな土

地開発を行うものであり、

ある程度の環境負荷を伴

う。

【生活環境への影響】 

・ 敷地から500ｍ以内に住

宅があり、騒音などへの配

慮が必要（94戸） 

【周辺農地への影響】 

・ 候補地の下流には水田が

あるため、配慮が必要 

【景観との調和】 

・ 候補地周辺は、山林

及び農地である。取付

道路側は住宅地となっ

ている。 

【自然環境への影響】

・ 希少動植物の生息が

確認されているが、適

切な対策の実施により

保護が可能 

長坂字長平ほか  

・ 特になし 

【交通安全】

・ 県道一関大東線から林道

を経由し、新たに整備する

取付道路から候補地に進入

する。林道の交通量は極め

て少なく、区間が非常に長

く幅員が狭い。候補地に出

入りする車両数は非常に少

ないが、防護柵や路肩表示

などの交通安全対策が必要

・ 県道と林道の交差点の見

通しが悪い。 

【排水環境】 

・ 候補地に近い山谷川は、

本流の砂鉄川と一体で漁業

権が設定されている。 

【自然環境への影響】 

・ 施設建設に伴う新たな土

地開発を行うものであり、

ある程度の環境負荷を伴

う。 

【生活環境への影響】 

・ 敷地から500ｍ以内に住

宅があり、騒音などへの配

慮が必要（１戸） 

【周辺農地への影響】 

・ 候補地に近い山谷川の下

流には水田があるため、配

慮が必要 

【景観との調和】 

・ 候補地周辺は、山林

である。 

【自然環境への影響】

・ 希少動植物の生息の

可能性が指摘されてい

るが、適切な対策の実

施により保護が可能 
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 「災害に強い施設」の評価 

「災害に強い施設」であるためには、災害時でも施設が稼働し続けられるよう、災害による被害を受け

にくい条件を有する土地に建設することが望ましい。そのため、想定される災害や施設建設の阻害要因の

有無について、候補地ごとに比較した。 

各候補地とも、具体的に予測されている自然災害はなく、施設建設の阻害要因も確認されなかった。「長

坂字長平ほか」は、集水地形となっているが、土砂流入への対策を行うことで対応可能であると判断した。 

このため、「予測される自然災害の種類」については、優劣はないと評価した。 

また、「施設建設の阻害要因」についても、優劣はないと評価した。 

○ 項目ごとの評価結果 

    「予測される自然災害の種類」…優劣はない 

「施設建設の阻害要因」…………優劣はない 

これらのことから、この区分において候補地ごとの優劣はないと評価した。 

この区分において 

優位と評価した候補地 
候補地ごとの優劣はないと評価した。 

［参考］ 

（定性評価） 

候補地 利点 課題 備考 

滝沢字駒場ほか 

金沢字長沢ほか 

千厩字北ノ沢ほか

長坂字長平ほか 

【予測される自然災害の種類】 

・ 一関市防災マップにおい

て、自然災害による被害が予

測されている土地ではない。 

【施設建設の阻害要因】 

・ 施設建設の阻害要因は確認

されない。 

・特になし 

【予測される自然災害の種類】 

・ 「長坂字長平ほか」は、集水地

形となっているが、土砂流入へ

の対策を行うことで対応可能 
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 「経済性に優れた施設」の評価 

「経済性に優れた施設」であるためには、施設の建設費と維持管理費が少なくて済む条件を有する土地

に建設することが望ましい。そのため、造成費などの初期費用と運搬費などの維持費用について、候補地

ごとに比較した。 

施設の初期費用として、造成費、施設建設費、取付道路整備費及び用地取得費を試算した。また、施設

の維持費用として、埋立てを想定する25年間に加え、埋立て完了から施設を廃止するまでの期間を10年

間と見込み、これを合わせた35年間の施設の運転管理費と、25年間の中間処理施設から最終処分場まで

の運搬費を試算し、比較した。 

初期費用及び維持費用の合計額は、次のとおりであった。 

滝沢字駒場ほか （53.7億円） 

金沢字長沢ほか （56.2億円） 

千厩字北ノ沢ほか（54.4億円） 

長坂字長平ほか （66.1億円） 

初期費用は、「造成費」、「施設建設費」、「取付道路整備費」、「用地取得費」の合計である。各候補地の初

期費用を比較すると、最小値に対して最大値は 43.5 パーセントの差であり、次に 5.0 パーセント、次に

3.5パーセントの差であった。 

維持費用は、「運転管理費」、「運搬費」の合計である。各候補地の維持費用を比較すると、最小値に対し

て最大値は21.4パーセントの差であり、次に17.9パーセント、次に4.0パーセントの差であった。 

候補地ごとの初期費用と維持費用の合計を比較すると、最小値に対して「長坂字長平ほか」は23.1パー

セントの差であり、「長坂字長平ほか」以外の「滝沢字駒場ほか」、「金沢字長沢ほか」、「千厩字北ノ沢ほか」

は4.7パーセントの範囲内の差であった。 

これらは地図上の設計による試算であり、今後、詳細な設計を行うことにより変動する要素を含んでい

るが、現時点で20パーセントを超える差となった「長坂字長平ほか」は他の候補地に比べて大きな差があ

ると評価し、「長坂字長平ほか」以外の「滝沢字駒場ほか」、「金沢字長沢ほか」、「千厩字北ノ沢ほか」は差

がないと評価した。 

○ 項目ごとの評価結果 

    初期費用＋維持費用…「滝沢字駒場ほか」、「金沢字長沢ほか」、「千厩字北ノ沢ほか」

これらのことから、この区分において最も優位な候補地は、「滝沢字駒場ほか」、「金沢字長沢ほか」、「千

厩字北ノ沢ほか」と評価した。 

※ これらの試算額は、各候補地を比較評価するために、地図上で行った造成範囲の設定や取付道路の位

置など、現時点で得られる資料を基に算出したものであり、事業費として決定したものではない。また、

今後、測量などを経て詳細を検討することとなるため、造成の範囲や取付道路の位置などの変更があり

得るものである。 

※ 施設建設費の試算に当たっては、廃棄物処理基本構想（平成29年３月策定）に示されている施設規模

178,000立方メートルを基準として算出している。 

この区分において 

優位と評価した候補地 
① 滝沢字駒場ほか、金沢字長沢ほか、千厩字北ノ沢ほか 
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［参考］ 

（定量評価） 

候補地 

初期費用＋維持費用 

◎：最も少ない概算費用+５％以内 

○：最も少ない概算費用+10％以内 

△：最も少ない概算費用+10％超 

初期費用 維持費用 合計 

滝沢字駒場ほか 

【造成費】     17.0億円 

【施設建設費】   18.6億円

【取付道路整備費】     －

【用地取得費】    0.1億円 

計35.7億円

【運転管理費】12.7億円/35年

【運搬費】     5.3億円/25年

計18.0億円

◎ 

53.7億円

金沢字長沢ほか 

【造成費】     10.8億円 

【施設建設費】   23.8億円

【取付道路整備費】 0.4億円

【用地取得費】    0.2億円 

計35.2億円

【運転管理費】15.1億円/35年

【運搬費】     5.9億円/25年

計21.0億円

◎ 

56.2億円

千厩字北ノ沢ほか

【造成費】     11.4億円 

【施設建設費】   22.0億円

【取付道路整備費】 0.3億円

【用地取得費】    0.3億円 

計34.0億円

【運転管理費】14.3億円/35年

【運搬費】     6.1億円/25年

計20.4億円

◎ 

54.4億円

長坂字長平ほか 

【造成費】        27.8億円 

【施設建設費】    17.0億円

【取付道路整備費】 3.9億円

【用地取得費】     0.1億円 

計48.8億円

【運転管理費】11.1億円/35年

【運搬費】     6.2億円/25年

計17.3億円 

△ 

66.1億円
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 「その他」の評価 

施設整備基本方針の各区分には分類できないが、建設候補地を絞り込むに当たり、検討が必要な項目に

ついて、候補地ごとに比較した。 

一関市及び平泉町の「総合計画」、「土地利用計画」における具体的な開発計画などはなかった。 

「協働による地域づくり」については、現時点において候補地間の比較をするには至らなかった。 

「利用者の利便性」については、「金沢字長沢ほか」、「長坂字長平ほか」は二車線道路からの距離が比較

的長く、二車線道路からの距離が短く利便性が高い「滝沢字駒場ほか」、「千厩字北ノ沢ほか」を優位と評

価した。 

「想定地権者数」については、最少が「金沢字長沢ほか」の５人で、最多が「千厩字北ノ沢ほか」の28

人であったが、用地取得を進める上で支障とはならないことから、優劣はないと評価した。 

「想定筆数」については、最少が「長坂字長平ほか」の８筆、最多が「千厩字北ノ沢ほか」の47筆であ

ったが、用地取得を進める上で支障とはならないことから、優劣はないと評価した。 

「工事環境」については、「滝沢字駒場ほか」、「長坂字長平ほか」は狭小地のため敷地内では掘削土の搬

出や建設資材の仮置場が確保できないのに対し、「金沢字長沢ほか」、「千厩字北ノ沢ほか」は施工上の大き

な課題がないことから、優位と評価した。 

○ 項目ごとの評価結果 

    「総合計画・土地利用計画との整合性」…該当なし 

    「協働による地域づくり」…………………比較に至らず 

「利用者の利便性」…………………………「滝沢字駒場ほか」、「千厩字北ノ沢ほか」 

    「想定地権者数」……………………………優劣はない 

    「想定筆数」…………………………………優劣はない 

    「工事環境」…………………………………「金沢字長沢ほか」、「千厩字北ノ沢ほか」

これらのことから、この区分において最も優位な候補地は、「千厩字北ノ沢ほか」、次いで「滝沢字駒場

ほか」、「金沢字長沢ほか」と評価した。 

この区分において 

優位と評価した候補地 

① 千厩字北ノ沢ほか 

② 滝沢字駒場ほか、金沢字長沢ほか 
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［参考］ 

（定量評価） 

候補地 

【想定地権者数】 

◎：５人～12人 

○：13人～20人 

△：21人～28人 

【想定筆数】

◎：８筆～21筆 

○：22筆～34筆 

△：35筆～47筆 

備考 

滝沢字駒場ほか 
○ 

15人 

○ 

24筆 ・ 用地取得を進める上で

支障とはならないことか

ら、「想定地権者数」、「想

定筆数」ともに優劣はな

いと評価 

金沢字長沢ほか 
◎ 

５人 

△ 

42筆 

千厩字北ノ沢ほか
△ 

28人 

△ 

47筆 

長坂字長平ほか 
◎ 

７人 

◎ 

８筆 

（定性評価） 

候補地 利点 課題 備考 

滝沢字駒場ほか 

【利用者の利便性】 

・ 二車線道路からの距離

が短く、利便性が高い。

【工事環境】 

・ 狭小地のため、敷地内で

は掘削土の搬出や建設資材

の仮置場が確保できない。 

金沢字長沢ほか ・ 特になし 

【利用者の利便性】 

・ 二車線道路からの距離が

比較的長く、利便性が低い。

【工事環境】 

・ 施工上の大きな支障は

ない。 

千厩字北ノ沢ほか

【利用者の利便性】 

・ 二車線道路からの距離

が短く、利便性が高い。

・ 特になし 

【工事環境】 

・ 施工上の大きな支障は

ない。 

長坂字長平ほか 

・ 特になし 

【利用者の利便性】 

・ 二車線道路からの距離が

比較的長く、利便性が低い。

【工事環境】 

・ 狭小地のため、敷地内で

は掘削土の搬出や建設資材

の仮置場が確保できない。 
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５ 総合評価 

「安定性に優れた安全な施設」の評価 

「受電環境」については、優劣はないと評価した。 

「給水環境」については、給水区域内である「滝沢字駒場ほか」、「金沢字長沢ほか」、「千厩字北ノ沢ほ

か」を優位と評価した。 

「配水管までの距離」については、設備を管理する上で大きな差はないと判断した。一方、「長坂字長平

ほか」は給水区域外であったことから、「滝沢字駒場ほか」、「金沢字長沢ほか」、「千厩字北ノ沢ほか」を優

位と評価した。 

「亜炭採掘鉱区」については、「滝沢字駒場ほか」は一部鉱区内であり詳細な調査が必要であることから、

鉱区外である「金沢字長沢ほか」、「千厩字北ノ沢ほか」、「長坂字長平ほか」を優位と評価した。 

「湧水・表流水」については、「滝沢字駒場ほか」は表流水は主に浸透して湿地となる地形であり、「長

坂字長平ほか」は多量の湧水への対策が必要であることから、それぞれ課題があると評価した。一方、「金

沢字長沢ほか」、「千厩字北ノ沢ほか」は、流水はあるが施設の建設や維持管理の上で支障はないことから、

優位と評価した。 

「土質」については、「滝沢字駒場ほか」、「金沢字長沢ほか」、は高含水比のため造成時の掘削土を盛土

流用するには土質改良が必要であり、「長坂字長平ほか」は基盤が岩塊のため盛土流用に適さない。そのた

め、盛土流用するのに支障がない「千厩字北ノ沢ほか」を優位と評価した。 

これらのことから、「安定性に優れた安全な施設」の区分において最も優位な候補地は「千厩字北ノ沢ほ

か」、次いで「金沢字長沢ほか」、次いで「滝沢字駒場ほか」と評価した。 

「環境に配慮した施設」の評価 

「交通安全」については、「長坂字長平ほか」は防護柵や路肩表示などの交通安全対策が必要であり、県

道と林道との交差点の見通しも悪いことに対し、一般的な交通安全対策で対応可能である「滝沢字駒場ほ

か」、「金沢字長沢ほか」、「千厩字北ノ沢ほか」を優位と評価した。 

「排水環境」については、「長坂字長平ほか」は近くの山谷川に漁業権が設定されているのに対し、近く

の河川に漁業権が設定されていない「滝沢字駒場ほか」、「金沢字長沢ほか」、「千厩字北ノ沢ほか」を優位

と評価した。 

「景観との調和」、「自然環境への影響」、「生活環境への影響」、「周辺農地への影響」については、優劣

はないと評価した。 

これらのことから、「環境に配慮した施設」の区分において最も優位な候補地は、「滝沢字駒場ほか」、「金

沢字長沢ほか」、「千厩字北ノ沢ほか」と評価した。 

「災害に強い施設」の評価 

「予測される自然災害」、「施設建設の阻害要因」については、優劣はないと評価した。 

これらのことから、「災害に強い施設」の区分において候補地ごとの優劣はないと評価した。 

「経済性に優れた施設」の評価 

初期費用は、「造成費」、「施設建設費」、「取付道路整備費」、「用地取得費」の合計である。各候補地の初

期費用を比較すると、最小値に対して最大値は 43.5 パーセントの差であり、次に 5.0 パーセント、次に

3.5パーセントの差であった。 

維持費用は、「運転管理費」、「運搬費」の合計である。各候補地の維持費用を比較すると、最小値に対し

て最大値は21.4パーセントの差であり、次に17.9パーセント、次に4.0パーセントの差であった。 

候補地ごとの初期費用と維持費用の合計を比較すると、最小値に対して「長坂字長平ほか」は23.1パー

セントの差であり、「長坂字長平ほか」以外の「滝沢字駒場ほか」、「金沢字長沢ほか」、「千厩字北ノ沢ほか」

は4.7パーセントの範囲内の差であった。 

これらは地図上の設計による試算であり、今後、詳細な設計を行うことにより変動する要素を含んでい

るが、現時点で20パーセントを超える差となった「長坂字長平ほか」は他の候補地に比べて大きな差があ

ると評価し、「長坂字長平ほか」以外の「滝沢字駒場ほか」、「金沢字長沢ほか」、「千厩字北ノ沢ほか」は差
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 資料９ 

がないと評価した。 

これらのことから、「経済性に優れた施設」の区分において最も優位な候補地は、「滝沢字駒場ほか」、「金

沢字長沢ほか」、「千厩字北ノ沢ほか」と評価した。 

「その他」の評価 

一関市及び平泉町の「総合計画」、「土地利用計画」における具体的な開発計画などはなかった。 

「協働による地域づくり」については、現時点において候補地間の比較をするには至らなかった。 

「利用者の利便性」については、「金沢字長沢ほか」、「長坂字長平ほか」は二車線道路からの距離が比較

的長く、二車線道路からの距離が短く利便性が高い「滝沢字駒場ほか」、「千厩字北ノ沢ほか」を優位と評

価した。 

「想定地権者数」、「想定筆数」については、優劣はないと評価した。 

「工事環境」については、「滝沢字駒場ほか」、「長坂字長平ほか」は狭小地のため敷地内では掘削土の搬

出や建設資材の仮置場が確保できないのに対し、「金沢字長沢ほか」、「千厩字北ノ沢ほか」は施工上の大き

な課題がないことから、優位と評価した。 

これらのことから、「その他」の区分において最も優位な候補地は、「千厩字北ノ沢ほか」、次いで「滝

沢字駒場ほか」、「金沢字長沢ほか」と評価した。 

上記の結果をまとめると、下表のとおりである。 

総合評価（区分別） 

候補地 
安定性に優れた

安全な施設 

環境に配慮した

施設 

災害に強い施設 経済性に優れた

施設 

その他 

滝沢字駒場ほか △ ◎ □ ◎ ○ 

金沢字長沢ほか ○ ◎ □ ◎ ○ 

千厩字北ノ沢ほか ◎ ◎ □ ◎ ◎ 

長坂字長平ほか   □   

※ 最も優位と評価した候補地………◎  

２番目に優位と評価した候補地…○  

３番目に優位と評価した候補地…△ 

優劣はないと評価した区分………□ 

各区分の評価を総合した結果、最終処分場の候補地は、優劣がないと評価した評価区分を除く他の評

価区分において最も高い評価を得た「千厩字北ノ沢ほか」が最適であると評価した。

最適と評価した候補地 千厩字北ノ沢ほか
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第３章 施設計画 

第4節 遮水工 

１．目的 

遮水工は、埋立地内の保有水（浸出水）が漏洩し、周辺の地下水汚染及び土壌汚染

を防止することを目的とし、遮水シートは十分な強度、耐久性、確実な施工性を有し、

容易に損傷しないものとする。 

２．構造 

最終処分場の遮水工は、大きく分けて表面遮水工と鉛直遮水工がある。ここで鉛直

遮水工は、埋立地の地下底部全面に層厚5ｍ以上の連続した透水係数1×10-5cm/ｓ 以

下の不透水性地盤がある場合に設置できるものであり、近年の実績はほとんどない。

これは建設地の地質調査によって上記の不透水性地盤の存在を実証し理解を得るこ

とが難しいこと、また、一方で表面遮水工の基準や技術が向上し、信頼性が増したこ

とによる。このような状況を鑑み本計画においては多数の実績を有する表面遮水工を

採用する。 

 表面遮水工の遮水層の構造要件は、一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終

処分場に係る技術上の基準を定める省令（以下、「基準省令」という。）で以下のタイ

プのものが定められており、図3-4-1 に模式図を示す。 

（イ）透水係数10nm/s 以下で厚さ50cm 以上の粘土などの表面に遮水シートが敷 

  設されたもの。 

（ロ）透水係数1nm/s 以下で厚さ5cm 以上の水密アスファルトコンクリートなど 

  の表面に遮水シートが敷設されたもの。 

（ハ）不織布などの表面に二重の遮水シートが敷設されたもの。二重遮水シートの間 

  には、上下の遮水シートが同時に損傷しないように不織布などが敷設されたもの。 
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出典：廃棄物最終処分場整備の計画・設計・監理要領2010改訂版 社団法人全国都市清掃会議を修正 

図3-4-1 基準省令による表面遮水工構造の規定 
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 建設予定地は、沢地にあり地下水位が比較的高いことが予想され、また、施工中に両

脇の山間から表流水や地下水の流入が生じやすい。前掲図（イ）に示す遮水シート＋改

良土層（粘性土）の遮水構造については、施工時の雨水や地下水の排除が条件となるた

め施工性や工期、遮水層の性能確保への影響が懸念される。また、現地土と改良材の配

合についても不確定な要因として残り、経済性からみても安価な方法とならない可能性

がある。したがって、（イ）は採用し難い。前掲図（ロ）に示す遮水シート＋水密アス

ファルトコンクリートについても、地下水位が高ければ揚圧力によるクラック等が懸念

されること、また、打ち継ぎ目（施工継ぎ目）や管の貫通部の止水性の確保が困難であ

ることが懸念され、また、経済性からも安価な方法とはいえないため、（ロ）の構造も

採用は難いと考える。 

 一方、前掲図（ハ）に示す二重の遮水シートによる遮水構造は、多くの施工実績があ

り、（イ）（ロ）の構造に比べ、施工時における地下水の影響は受け難く、施工は容易

で工期の見通しもつかみ易い。 

 以上の理由から、新最終処分場においては、二重遮水シートによる遮水構造を採用す

るものとする。

３．遮水工の材質 

（1）遮水シートの材質 

 最終処分場で用いられている遮水シートの種類を図3-4-2 に示す。 

 しゃ水シートの材質は合成ゴムおよび合成樹脂系とアスファルト系に大別され、

このうち、合成ゴムおよび合成樹脂系のしゃ水シートは、弾性係数の違いによって

低弾性タイプ、中弾性タイプ及び高弾性タイプに分類される。 

 弾性係数は、一般に材料の柔軟性と関係があり、弾性係数が大きなもの（高弾性

タイプ）は、材質が硬いため基礎地盤への追従性や施工性に劣るが、反面、強度等

の力学的特性に優れている。 

 しゃ水シートの材質には様々なものがあるが、近年、最終処分場で採用されるし

ゃ水シートの材質は、新しく開発されたポリオレフィン系熱可塑性ゴム(TPO-PP、

TPO-PE)、LLDPE(メタロセン)と物性強度に優れた高密度ポリエチレン(HDPE)の３種

類の材質が多く採用されている。 

 ３種類のうち、物理的特性（引張強度、耐貫通性）や施工性（柔軟性、接合性）、

経済性に優れている材質の採用を検討する。 
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出典：廃棄物最終処分場整備の計画・設計・監理要領2010改訂版 社団法人全国都市清掃会議を太字部修正 

図3-4-2 表面遮水材の種類 

 現在、廃棄物最終処分場において用いられている代表的な遮水シートの材質の特徴を

以下に示す。 

 ア．オレフィン系熱可塑性ゴム（TPO-PP） 

 TPO-PP（Thermoplastic Olefinic Elastomer-Poly propylene）は、樹脂成分の

主体がポリプロピレンで、従来のものは結晶性が高い汎用樹脂を使用したものであ

りTPO-PE に比べ実績は少なかったが、新たに軟質ポリプロピレンが開発され国内

では1996 年頃から用いられている。結晶性の低い柔軟なエラストマー（ゴムのよ

うに弾性を持った高分子の総称）が多く含まれていることから、比較的柔らかく、

線膨張係数は小さい。 

4



 イ．オレフィン系熱可塑性ゴム（TPO-PE） 

 TPO-PE （Thermoplastic Olefinic Elastomer-Poly ethylene）は、樹脂成分の

主体がポリエチレンの遮水シートで、1982 年より最終処分場の遮水シートとして

利用されている。ポリエチレン成分としてはLLDPE やLDPEが用いられているが、最

近では、新たに開発されたメタロセン系触媒を用いたLLDPEを利用することで、柔

軟性が高く機械的強度や熱融着性能に優れる遮水シートが開発され、実績を伸ばし

ている。しかし、TPO-PP と比べると、線膨張係数が大きい。 

 ウ．メタロセン系ポリエチレン（LLDPE） 

 LLDPE（Linear Low Density Polyethylene）は、密度が0.910～0.925 の直鎖状

ポリエチレンを用いており、高密度ポリエチレンに比べ密度が低下することで、耐

候性や化学的安定性はやや低下するが、柔軟性があり施工性がよいことから、施工

実績を伸ばしている。近年、メタロセン触媒を用いて重合されたメタロセン系ポリ

エチレン（LLDPEの一種）が使われている。 

 エ．高密度ポリエチレン（HDPE） 

 高密度ポリエチレン（High Density Polyethylene）は、密度が0.942以上のポリ

エチレンで引張り強さなどの物理的特性、耐薬品性などの化学的特性に優れ、最終

処分場の遮水シートとして多用されてきた。しかし、硬く剛性が高いため、固定工、

狭小部の施工性が困難な面があり、近年は上記の柔軟な材料を採用するケースが増

えている。 

（2）遮水シートの性能 

 図3-4-1に示した遮水構造と比較して遮水シートの透水性をみると図3-4-3 のとお

りであり、遮水シートの遮水性は高い。ここで遮水シートに求められる遮水性以外の

要求性能についてみると基準省令運用通知においては遮水シートの厚さ「アスファル

ト系以外の遮水シートについては1.5㎜以上」が示されているが、強度、耐久性など

については具体的な基準は示されていない。この点で日本遮水工協会は平成１０年の

基準省令における遮水工の構造基準強化を受けた自主基準を設けており、この基準を

満足するものを基準に準用して用いることが通例となっている。 

 したがって、新最終処分場に用いる遮水シートの性能は表3-4-1を満足するものと

する。 
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表3-4-1 遮水シート日本遮水工協会自主基準 

出典：日本遮水工協会ホームページより 

出典：日本遮水工協会ホームページより 

図3-4-3 遮水シートの浸透係数（自主基準）イメージ 
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（3）遮水シート材質の選定 

 遮水シート材質ごとに安全性、施工性、経済性等について比較すると以下のとおり

である。また、主要項目の比較を表3-4-2 にまとめる。 

 ア．引張強さ 

 埋立地内では埋立廃棄物の荷重による地盤の不同沈下や埋立重機の走行に起因

する引張り、法面の温度差で生じる伸縮に起因する固定工での引張りなどが生じる

ため、引張強さは重要な要素となる。材質ごとの引張強さを比較するとHDPEは最も

優れている。 

 イ．伸び率 

 伸び率が高い方が、地盤の不同沈下、法面部の引き込みなどによるシートの破断

に対して有利といえる。伸び率についてもHDPE が最も優れている。 

 ウ．柔軟性 

 遮水シートの施工にあたり、固定工の狭い凹凸部や浸出水集排水管と集水ピット

貫通部などはシートを巻きたてる必要があり、シートに柔軟性がある方が施工面で

有利となる。信頼が得られる確実な施工は遮水性にとって重要であり、この柔軟性

についてはTPO-PP、TPO-PE、LLDPEがHDPEに比べ優れている。 

 エ．熱融着性 

 遮水シートと遮水シートは、熱融着によって接合する。熱融着の方法は自走式熱

融着工法と手動式熱融着工法があるが、手動式熱融着工法は、すべて手作業であり

施工状態にバラツキが生じやすいため自走式熱融着工法とすることが望ましい。 

 熱融着させる温度は各材料で差があり、HDPEは熱融着の温度幅が他の材料と比べ

ると高いため、施工時の温度管理に注意を要する。 

 オ．線膨張係数 

 線膨張係数は、温度変化による遮水シートの寸法変化の割合であり、この係数が

小さいほど寸法変化が小さくなる。遮水シートは、温度が上がると膨張し、温度が

下がると収縮する。建設予定地は東北の内陸部にあって寒暖差の著しい気象条件に

あるが、特に外気温、直射日光の影響を受けやすい法面の遮水シートの表面温度は、

外気に晒されていると夏場の日中では日射を受けて70℃程度まで上昇し、冬季は－

10℃以下となることが予想される。このため、線膨張係数が小さい方が施工性に優

れ、施工後も変形による破断のリスクは低減する。 

 原料にポリエチレンを含むTPO-PE、HDPE、LLDPE は、線膨張係数が大きい傾向が
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あり、合成ゴム系のTPO-PP は、線膨張係数が最も小さく、温度変化による影響は

小さくなる。この点については、いずれのシート材質も施工に際しては遮光性の保

護マットを被覆して温度変化の低減を図り、温度による収縮を考慮した固定工形状、

シート施工を行う必要がある。 

 カ．経済性 

 各材質の単価はTPO-PP、TPO-PE、HDPE及びLLDPE 同等であり、施工費においても

差はない。 

 HDPE については、引張強さ、伸び率等の物理的特性は他の材料と比べ優れている

が、他の材料と比べると非常に堅く固定工、折れ曲がり部分や狭小部等の施工がし難

い材質といえる。一方、TPO-PP、TPO-PE及びLLDPEは、HDPE と比べると引張強さ、伸

び率は若干劣るものの日本遮水工協会で定める自主基準は満足しており、柔軟性に富

み、施工性に優れている。新最終処分場は、コンクリート固定工、浸出水集排水管の

貫通箇所、法面の折れ曲がり箇所及び狭小部の施工が必要となるため、柔軟性があり、

良く確実な施工が期待できるTPO-PP、TPO-PE及びLLDPEに適性があると評価する。  

 したがって、新最終処分場においてはTPO-PP 、TPO-PE及びLLDPEの合成ゴム・合成

樹脂系の中弾性タイプの材料を使用する。

表3-4-2 遮水シート材質の主要比較 

 TPO-PP TPO-PE HDPE LLDPE 

引張り強さ※1      （kgf/㎝） 140 140 350 140 

伸び率※1             （％） 400 400 560 400 

線膨張係数※2    （×10-4/℃） 1.0 2.0 1.9 2.3 

柔軟性 柔らかい 柔らかい 堅い 柔らかい

熱融着性 熱コテ融着※3 （℃） 250～400 300～400 450～550 300～400

熱風コテ融着※3（℃） 250～400 300～500 480～520 350～550

経済性      （千円/㎡） 約5.8 約 5.8 約 5.8 約 5.8 

※1：日本遮水工協会自主基準より 

※2：廃棄物最終処分場新技術ハンドブックより 

※3：廃棄物最終処分場遮水工技術・施工管理マニュアルより 

４．保護マット 
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（1）保護マットの材質 

 最終処分場の遮水工の保護や二重遮水シート間の中間材として、一般的には図

3-4-3に示す保護マットが用いられる。 

出典：廃棄物最終処分場整備の計画・設計・監理要領2010改訂版 社団法人全国都市清掃会議

図3-4-4 保護マットの分類 

 ア．長繊維不織布 

 溶融紡糸した長い繊維をマット状に形成したもので、一般的にはポリエステル繊

維が用いられる。繊維が連続していることから引張強度が高いので、斜面等で保護

マットに引張力が働く場所に適している。厚さの規定はないが6㎜以上、単位面積

重量600g/ｍ2以上を目安としている。 

 イ．短繊維不織布 

 長さ30～80㎜ の短繊維をマット状の集積体にし、これを接着剤や熱溶融または

ニードルパンチ等により交絡させてマット状に形成したものである。繊維は通常合

成繊維が多い。厚さの規定はないが10㎜ 以上、単位面積重量800g/ｍ2以上を目安

としている。 

 ウ．反毛フェルト 

 通常リサイクル繊維を利用した短繊維不織布の一種で、短繊維不織布と同様の方

法で製造される。リサイクル繊維が用いられており、比較的安価である。厚さの規

定はないが10㎜ 以上が目安となる。 

エ．ジオコンポジット 

 合成樹脂の基材と不織布からなる複合材である。排水機能を重視したものが多く、

地下水集水や二重遮水シートの間の中間排水材としても用いられる。図3-4-5に代

表的なジオコンポジットの一例を示す。 

保護マット 不織布 

長繊維不織布 

反毛フェルト 

ジオコンポジット 

短繊維不織布 
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出典：廃棄物最終処分場整備の計画・設計・監理要領2010改訂版 社団法人全国都市清掃会議

図3-4-5 ジオコンポジットの一例 

（2）保護マットに求められる機能 

 保護マットは遮水シートが外力によって損傷されるのを防ぐ保護機能と紫外線に

よる劣化防止機能が求められる。保護機能を判断する指標として貫入抵抗があり、紫

外線劣化防止機能を判断する指標としては遮光性がある。貫入抵抗は、不織布の単位

面積重量（目付量）に比例する傾向にあり、目付量を増やせば貫入抵抗値も大きくな

り、遮光性は厚みがあるほど効力が長期間保たれる傾向にある。 

 保護マットの性能については、表3-4-3に示す日本遮水工協会における自主基準値

が設けられており、一般に、この基準を満足するものが用いられる。 

表3-4-3 日本遮水工協会における保護マットの自主基準値 
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（3）保護マットの選定 

 新最終処分場においては、厚みがあり、単位面積重量が大きく、経済性にも優れ

る反毛フェルトが多用されている。 

５．漏水検知システム 

 最終処分場の遮水機能は、環境汚染防止の観点から最も注目される要件であるが、

その方法は法令で定められた地下水観測井戸の水質モニタリングに止まらず、近年、

より迅速で確実に遮水シートの漏水箇所が特定できる漏水検知システム（電気的漏水

検知システム）を採用するケースが増えており、漏水検知システムは、遮水シートの

機能を担保する目的から重要度を増しており、地域住民への信頼性を得るうえで必要

なシステムとなっている。 

 したがって、新最終処分場においては万が一の漏水の有無をモニタリングするため

漏水検知システムを設けることを検討する。 

 漏水検知は水質調査による方法もあるが、一般に漏水検知システムといえば大きく

分けて電気式検知法と物理式（圧力）検知法に分かれ、近年は電気式検知法が多用さ

れ主流となっている。さらに電気式検知法には図3-4-6のとおり幾つかの方式がある。

また、以下に電気式検知法、物理式検知法について概要を示す。 

図3-4-6 漏水検知システムの分類 

（1）電気式検知法 

 電気式検知法は、遮水シート自体の電気絶縁性に着目して、遮水シートに生じた

絶縁不良箇所の電位や電流の変化から損傷の有無とその位置を検知するものであ

る。遮水シートが損傷すると電気的に生じる変化を検知することで間接的に漏水の

有無を判定する技術で、施工後の確認や供用時の遮水機能管理に有効である。また、

損傷箇所の特定精度が高いため、損傷箇所の早期の補修が可能となる。 

漏水検知システム 電気式検知法 

電位法 

電流位相法 

物理式（圧力）検知法 

電流法 

インピーダンス法 
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（2）物理式検知法 

 物理式検知法は、二重の遮水シートで構成したブロック（袋構造の区画）ごとに

専用の管理ホースを取り付け、二重遮水シート間に生じる圧力や水位変化から損傷

の有無とその位置を検知するものである。検知範囲は袋構造としたブロック単位と

なる。近年は採用される例は少なくなっている。 

   各システムについて概要等をまとめたものを表3-4-4に示す。新最終処分場にお

いては迅速に漏水箇所を特定できること、漏水箇所を4ｍ2程度の範囲で特定できる

こと、パソコンモニターで画面表示できることなどの点から電気式検知法を採用を

検討する。 
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表3-4-4 漏水検知システムの概要 
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第６節 浸出水処理施設計画 

 浸出水処理施設の計画において、基本的な段階で検討を要する項目は以下のとお

りである。 

 ①浸出水処理施設と浸出水調整槽の規模 

 ②浸出水の性状と放流水質 

 ③浸出水処理プロセス 

 ④浸出水処理施設の概略配置と放流先 

 なお、新最終処分場は将来の拡張を前提とするため、第1期施設の計画においては

第2期施設の増設を考慮する必要がある。 

１．浸出水処理施設と浸出水調整槽の規模 

 浸出水処理施設と浸出水調整槽の規模は相互に関連する。調整槽を大きくするこ

とで水処理施設への流入変動量を平均化できるため、水処理施設の規模は、ある程

度小さくすることが可能となる。したがって、内部貯留が生じないことを原則とし

て、過去の降水量データを基に調整槽と水処理施設の設定した規模の組み合わせで

水収支計算を行い、双方が最も合理的な規模関係が得られるとことで浸出水処理施

設規模（計画日処理量）と浸出水調整槽規模（計画調整容量）を設定する。 

（１）規模設定の手順 

 浸出水処理施設の規模を設定するにあたり、第一段階となるのは降水量や気温、

日照時間などの蒸発散量に関する気象データを集計し、算定式により浸出係数を設

定することから始まる。第二段階は過去の降水量データから日降水量と埋立面積か

ら相応する浸出水量を算出し、仮定した計画調整容量と計画日処理量を基に水収支

計算（出し入れ計算）を行う。第三段階は計画日処理量とそれに対応する計画調整

容量の関係から、新最終処分場において最も効率的と考えられる浸出水処理施設規

模と浸出水調整槽の規模を設定する。規模設定の手順を図3-6-1 に示す。
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図3-6-1 規模設定の手順 

（２）気象データの集計 

 性能指針および設計要領でにおいて気象データは、最終処分場の存在する地域の

気象台や観測所の観測結果を用いるとの記載があり、本計画においては建設予定地

に最も近い気象庁の観測点の千厩観測所の結果を採用する。 

 気象庁千厩観測所における降水量の推移を表3-6-1 、図3-6-2 に示す。 

 設計要領では、水収支計算に用いる気象データは、「埋立期間と同じ期間（年

間）」の考え方が示されている。本計画では埋立期間を15年間と見込んでいるが、

将来の埋立量の低減化によっては計画埋立期間の延長も想定することが安全側の見

方である。したがって、ここでは埋立期間に余裕をみて安全側から30年間の降雨量

データをみる。 

 過去30 年間の降水量をみると、年間降水量は平均すると1,129㎜、範囲は845㎜～

1,413㎜で変動しており、最大年降水量を観測したのは1991年の1,413㎜、月降水量

の最大量を観測したのは1998年8月の484㎜である。なお、当該地域は積雪地域であ

り冬季間の浸出水量については、本組合の既存最終処分場においては冬季にも浸出

水を通常時どおり発生していることから特に積雪による浸出水量への影響は考えな

いものとする。 

気象データの集計（降水量、気温、日照時間） 

浸出係数の設定 埋立条件（埋立面積） 日 降 水 量 

水 収 支 計 算 

（日降水量時系列） 

浸出水処理施設規模（  ／日） 

浸出水調整槽規模    （ ） 
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表3-6-1 過去の降雨量実績（千厩観測所） 

気象庁ホームページ：過去の気象データより集計 
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図3-6-2 降水量の推移（過去30年間） 

（３）浸出係数の算定 

 ア．日浸出水量の算定式 

 日浸出水量を見込むには、埋立地内に降水があるとき、どれだけの浸出水が発生

するかを把握する必要がある。設計要領では日浸出水量を算出するにあたって算定

式として合理式を採用している。合理式は以下の式に示すとおり、対象とする面積

に浸出係数を乗じて降水量を掛けた式である。浸出係数は蒸発散量や地表面の状況

に左右されるが、埋立中の区画、覆土を施して表面水が排除可能となる埋立終了後

の区画を設定することで、日々の浸出水量を抑制することができる。しかし、現実

的にみると埋立済み区画をその都度覆土で覆い表流水を排除すること難しい面もあ

るので、浸出水量が過小とならないよう条件設定しておくことが安全側となる。 

【 合理式 】 

 Ｑ＝１／１０００×（Ｃ1×Ａ1＋Ｃ2×Ａ2）×Ｉ （ ／日） 

  ここに、Ｑ：日浸出水量（ /日） 

  Ｉ：日降水量（㎜/日） 

  Ｃ1：埋立中区画の浸出係数（－）＝１－Ｅ／Ｉ 

  Ｅ：蒸発散量（㎜/日） 

  Ａ1：埋立中区画の面積（㎡） 
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  Ｃ2：埋立終了後（又は雨水排水可能）区画の浸出係数（－） 

   ＝0.6×Ｃ1 

  Ａ2：埋立終了後（又は雨水排水可能）区画の面積（㎡） 

 イ．蒸発散量の算定式と浸出係数の算出 

 蒸発散量の算定には、ソーンスウェイト（Thornthwaite）法、ブラネイ-クリッド

ル（Blaney-Criddle）法及びペンマン（Penman）法等の計算式がある。このうち、

設計要領に提示されており、最も最終処分場の設計に多用され、気象庁データから

算出できるブラネイ-クリッドル法を採用する。 

 月別の浸出係数の算出結果は、表3-6-2のとおりである。 

表3-6-2 月別浸出係数の算出結果 
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（４）水収支計算 

 水収支計算は図3-6-3に示すように、1日ごとの降雨量から浸出水発生量を出し、

設定した浸出水処理規模で処理するものとして（浸出水発生量－水処理量）を求

め、プラス値となれば、その残分を次の日の処理にまわし、貯留分とする。この計

算工程を繰り返し、蓄積された貯留分の最大量が必要浸出水調整容量となる。 

 計算にあたっては、まず、浸出水処理規模（日処理量）を設定して、降雨量デー

タを基に計算し、必要調整容量を求める。また、次に浸出水処理規模を変更して同

じ計算を繰り返すものである。なお、設計要領では降水データは年降水量の最大

年、および最大月間降水量が発生した年（最大月間降水年）の日降水量時系列を用

いるものとし、両者を比較して最大調整容量が大きい方としている。 

出典：廃棄物最終処分場整備の計画・設計・監理要領2010改訂版 社団法人全国都市清掃会議

図3-6-3 水収支計算フロー 
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 設計要領では年平均日降水量、最大月間降水量の日換算値を用いて、その間で効

率の良い規模を設定する方法を示している。 

過去の30年間の降雨データ（表3-6-1参照）をみると 

 ①平均年間降水量 1,129㎜/／年 → 日換算値   3.1㎜／日 

 ②最大月間降水量  484㎜／月 → 日換算値 15.6㎜／日 

 ここで当該地の年間平均浸出係数、埋立面積をC＝0.69、A＝19,100㎡として、合

理式により浸出水量を求めると 

 Q＝1/1,000×C×I×A （ ／日） 

 ①平均浸出水量  ：Q＝1/1,000×0.69×3.1×19,100＝40.94（ ／日） 

 ②最大月間浸出水量：Q＝1/1,000×0.69×15.6×19,100＝205.6（ ／日） 

 したがって、浸出水処理施設規模40 ／日～200 ／日の範囲で相応する適当な調

整槽容量を決定することになる。 

 浸出水処理施設規模と調整槽容量の関係は、降雨が日々平均的に降ると調整は不

要であるが、一定期間に集中して降ると変動を緩和するために大きな容量が必要と

なる。この降雨変動の形が年ごとに相違するため、複雑な要因が絡むものである。 

 ここで例として浸出水処理施設規模100 ／日とした場合の必要調整槽容量をみる

と図3-6-4のとおりである。必要調整容量は4,500 程度と大容量となるため、水処

理施設規模の方を大きくとる必要がある。

図3-6-4 過去30年間の水収支結果（浸出水処理施設規模100 ／日の場合） 
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 ア．年降水量の最大年ケース 

 浸出水処理施設規模を大きくとっていくと次第に必要な調整槽容量は小さくなっ

ていく。しかし、その関係は一定な減少傾向を示さず、あるところで方向きが緩く

なる。これは水処理規模を大きくしても調整槽容量はほとんど減少しないことを示

しており、この規模関係が得られた点が妥当な規模として設定することが多い。こ

こで、過去30年間で最大降水年の1991年の降水量時系列データを基に水収支計算を

行うと表3-6-3、図3-6-5に示すように浸出水処理施設規模120～180 ／日で勾配は

緩くなり、ほぼ平坦になる。

表3-6-3 浸出水処理施設規模と必要調整槽容量（1991年） 

浸出水処理施設規模（ ／ 必要調整槽容量（ ） 

 40 10,923 

 60 8,346 

 80 5,863 

100 3523 

120 2,292 

140 2,154 

160 2,094 

180 2,034 

200 1,964 

220 1,914 

240 1,884 

図3-6-5 浸出水処理施設規模と必要調整槽容量の関係（1991年） 
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 降水量時系列は、その年ごと降水パターンに特徴が現れる。 

 ここで浸出水処理施設規模180 ／日としたときの過去30年間で最大降水量を記録

した1991年の降水量時系列での調整容量ををみると図3-6-6に示すとおりである。こ

の場合の内部貯留を生じさせない浸出水調整槽容量は2,034 以上となる。 

図3-6-6 1991年の水収支結果（浸出水処理施設規模180 ／日の場合） 

 イ．最大月間降水量が発生した年のケース 

 過去30年間において最大月間降水量が発生した年は1998年8月の484㎜/月である。

1998年の降水量時系列データを基に水収支計算を行うと表3-6-4、図3-6-7示すよう

に浸出水処理施設規模180 ／日で勾配は緩くなる。 

表3-6-4 浸出水処理施設規模と必要調整槽容量（1998年） 

浸出水処理施設規模（ ／ 必要調整槽容量（ ） 

 40 9,298 

 60 6,861 

 80 5,215 

100 4,326 

120 3,555 

140 3,035 

160 2,515 

180 2,349 

200 2,249 

220 2,163 

240 2,083 
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図3-6-7浸出水処理施設規模と必要調整槽容量の関係（1998年） 

 図3-6-7をみると浸出水処理施設規模180 ／日付近で勾配は緩やかになる。この

ときのとしたときの過去30年間で最大降水量を記録した1998年の降水量時系列での

調整容量ををみると図3-6-8に示すとおりである。この場合の内部貯留を生じさせな

い浸出水調整槽容量は2,349 以上となる。 

図3-6-8 1998年の水収支結果（浸出水処理施設規模180 ／日の場合） 

 なお、本施設は第1期施設を建設し、その後、第2期施設を拡張することになるた

め、当初から全体規模での浸出水処理施設を建設することも考えられるが、建設費

が増大し、維持管理費が割高となること、また、交付金対象となる埋立期間などを

考えると負担が大きくなるため、第2期の浸出水処理施設規模は第1期施設と別途と

する。ただし、敷地の配置計画において第2期増設分の建設に要する敷地を確保して

おく必要がある。 
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（5）第2期施設拡張時の浸出水処理施設規模について 

 浸出水処理施設規模を180 ／日とした場合、拡張時において浸出水処理施設と浸

出水調整槽容量を1998年の降水量時系列データを基に水収支計算を行うと表3-6-5、

図3-6-9示す。 

表3-6-5 浸出水処理施設規模と必要調整槽容量（1998年） 

浸出水処理施設規模（ ／ 必要調整槽容量（ ） 

 40 12,377 

 60 9,468 

 80 7,409 

100 5,921 

120 5,109 

140 4,310 

160 3,790 

180 3,270 

200 2,868 

220 2,768 

240 2,668 

図3-6-9 浸出水処理施設規模と必要調整槽容量の関係（1998年） 

 このとき、必要となる浸出水調整槽容量ををみると図3-6-10に示すとおりであ

る。この場合の内部貯留を生じさせない浸出水調整槽容量は3,270 以上となる。 
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図3-6-10 1998年の水収支結果（浸出水処理施設規模180 ／日の場合） 

 この結果からみると、浸出水処理施設180 /日の場合、将来的に降水量が著しく

増大しなければ、調整槽容量を1,000 程度（3,270 －2,349 ）増大させることに

よって、その流入量の調整範囲において新規に浸出水処理施設を建設することな

く、将来の既設利用の可能性が期待される。 
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【新最終処分場】放流水の計画放流水質（案） 

一般廃棄物最終処分場（新最終処分場）における放流水は、廃棄物の処理及び清掃に関

する法律第８条に規定される一般廃棄物の最終処分場に係る技術上の基準を定める省令及

びダイオキシン類対策特別措置法（以下「法令」という。）に定められた排水基準の遵守の

ほか、周辺環境等を踏まえ、技術的かつ合理的に可能な範囲で計画放流水質の上乗せを検

討する。 

１ 放流水の排水基準値 

最終処分場の排水は、法令に排水基準が定められており、循環型社会形成推進交付金

事業において最終処分場を整備する場合は「廃棄物最終処分場の性能に関する指針につ

いて（平成12年12月28日付け生衛発第1903号、厚生省生活衛生局水道環境部長通知）」（以

下「性能指針」という。）に示す基準が適用される。 

これらを基に、当組合では現施設の計画放流水質を設定している。 

表１ 放流水質の排水基準値 

水質項目 

技術上の

基準を定

める省令 

ダイオキ

シン類対

策特措法 

法令に定められた

排水基準値 

性能指針の 

基準値 

ｐＨ（水素イオン濃度） ○  5.8～8.6 － 

ＢＯＤ(生物化学的酸素要求量) ○  60 mg/L 以下 20 mg/L 以下 

ＣＯＤ（化学的酸素要求量） ○  90 mg/L 以下 － 

ＳＳ（浮遊物質量） ○  60 mg/L 以下 10 mg/L 以下 

大腸菌群数 ○  3,000 個/cm3以下 － 

ダイオキシン類  ○ 10 pg-TEQ/L 以下 － 

※ 「技術上の基準を定める省令」は、「一般廃棄物の最終処分場及び産業廃棄物の最終処

分場に係る技術上の基準を定める省令（昭和 52 年総理府、厚生省令第１号）」をいう。 

表２ 現施設で設定している計画放流水質 

水質項目 
舞川清掃センター 

H10.3 竣工 

花泉清掃センター 

S63.7 竣工 

東山清掃センター 

S58.3 竣工 

ｐＨ（水素イオン濃度） 6.5～8.5 5.8～8.6 5.8～8.6 

ＢＯＤ(生物化学的酸素要求量) 10mg/L 以下 20mg/L 以下 10mg/L 以下 

ＣＯＤ（化学的酸素要求量） 10mg/L 以下 50mg/L 以下 50mg/L 以下 

ＳＳ（浮遊物質量） 10mg/L 以下 20mg/L 以下 5mg/L 以下 

大腸菌群数 3,000 個/cm3以下 3,000 個/cm3以下 3,000 個/cm3以下 

ダイオキシン類 10pg-TEQ/L 以下 10pg-TEQ/L 以下 10pg-TEQ/L 以下 

※ 「大腸菌群数」及び「ダイオキシン類」は、法令に定められた排水基準と同じ値であ

る。 
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２ 新最終処分場の計画放流水質 

環境基本法では、人の健康の保護及び生活環境を保全する上で維持されることが望ま

しい基準として環境基準が定められており、環境基準は最低限度の水準ではなく、より

積極的に維持されることが望ましい水準とされている。 

排水基準は、環境基準を達成するように設定されており、排水基準を遵守することに

より、環境基準の維持が図られる。 

しかし、新最終処分場を住民にとって安全・安心な施設とするためには、技術的かつ

合理的に可能な範囲において、法令に定められた排水基準よりも厳しい計画放流水質の

設定に取り組むことが望まれる。 

一方、計画放流水質は、独自に設定したものであっても施設の設計基準となり、遵守

義務が生じることから、建設費及び維持管理費と密接な関係にある。 

そのため、計画放流水質の設定に当たっては、建設候補地に適用される排水基準のほ

か、他施設の事例や近年の公害防止技術などを考慮して合理的な考えにより検討するも

のとする。 

県内施設の計画放流水質は、表３のとおりである。 

 ｐＨ（水素イオン濃度） 

法令の排水基準値は5.8～8.6となっているが、建設候補地の放流先に想定される北

の沢川が流入する千厩川（久伝橋より上流の千厩川本流）において、環境基準Ａ類型

が指定されており、そのｐＨの基準値は6.5～8.5である。 

これらのことを踏まえ、新最終処分場の計画放流水質の基準値は、環境基準Ａ類型

の基準値と同じ6.5～8.5とする。 

6.5～8.5（環境基準Ａ類型の基準値） 

 ＢＯＤ（生物化学的酸素要求量） 

ＢＯＤは、水質の有機物濃度を示す最も代表的な指標であり、主に生物処理工程（接

触曝気方式）において除去される。 

法令の排水基準値は、60 mg/L 以下であり、性能指針の基準値は 20 mg/L 以下であ

る。 

当組合の舞川清掃センター及び東山清掃センターは 10mg/L 以下、花泉清掃センタ

ーは 20mg/L 以下としている。いずれの施設も、これまでに各施設で設定している計画

放流水質の基準値を超えたことはなく安定稼働しており、基準の達成に当たっての技

術的な問題はない。 

また、排水基準及び性能指針よりも厳しい舞川清掃センター及び東山清掃センター

の計画放流水質と同じ値を設定した場合であっても、施設の建設費や維持管理費は大

きな負担にはならないと考えられる。 

これらのことを踏まえ、新最終処分場の計画放流水質の基準値は、舞川清掃センタ

ー及び東山清掃センターの計画放流水質の基準値と同じ 10mg/L 以下とする。 

10mg/L 以下（自主基準値）
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 ＣＯＤ（化学的酸素要求量） 

ＣＯＤは、化学的に酸化される物質の濃度を示す指標であり、主に凝集分離処理工

程及び活性炭吸着処理工程において除去される。 

法令の排水基準値は、90 mg/L 以下である。性能指針の基準値は、海域及び湖沼に

排水する場合は 50 mg/L 以下とされているが、河川に排水する場合の定めはない。 

当組合の舞川清掃センターは 10mg/L 以下、花泉清掃センター及び東山清掃センタ

ーは 50mg/L 以下としている。いずれの施設も、これまでに各施設で設定している計画

放流水質の基準値を超えたことはなく安定稼働しており、基準の達成に当たっての技

術的な問題はない。 

また、自主基準として舞川清掃センターの計画放流水質と同じ値を設定した場合で

あっても、施設の建設費や維持管理費は大きな負担にはならないと考えられる。 

これらのことを踏まえ、新最終処分場の計画放流水質の基準値は、舞川清掃センタ

ーの計画放流水質の基準値と同じ 10mg/L 以下とする。 

10mg/L 以下（自主基準値）

 ＳＳ（浮遊物質量）

ＳＳは、水中に懸濁している不溶解性物質の量であり、主に凝集分離処理工程及び

砂ろ過処理工程において除去される。 

法令の排水基準値は、60 mg/L 以下であり、性能指針の基準値は 10 mg/L 以下である。 

当組合の舞川清掃センターは 10mg/L 以下、花泉清掃センターは 20mg/L 以下、東山清

掃センターは５mg/L 以下としている。いずれの施設も、これまでに各施設で設定して

いる計画放流水質の基準値を超えたことはなく安定稼働しており、基準の達成に当たっ

ての技術的な問題はない。 

一方、ダイオキシン類は浮遊物質に吸着しやすい性質を有することから、国では「ご

み処理に係るダイオキシン類発生防止等ガイドライン」（以下「ガイドライン」という。）

において、浸出水処理設備により浮遊物質除去を徹底するとし、当面 10 mg/L 以下とす

るよう、対策を示している。 

これらのことを踏まえ、新最終処分場の計画放流水質の基準値は、ガイドライン及び

性能指針の基準値と同じ 10mg/L 以下とする。 

10mg/L 以下（ガイドライン・性能指針の基準値）



4 

 大腸菌群数 

大腸菌群数は、本来、糞尿に起因する細菌の数を示す指標であり、排水前の塩素剤

による滅菌によって除去される。 

法令の排水基準値は、3,000 個/cm3以下である。 

当組合の舞川清掃センター、花泉清掃センター及び東山清掃センターは 3,000 個/cm3

以下としている。いずれの施設も、これまでに各施設で設定している計画放流水質の基

準値を超えたことはなく安定稼働しており、基準の達成に当たっての技術的な問題はな

い。 

これらのことを踏まえ、新最終処分場の計画放流水質の基準値は、排水基準値及び

組合の現施設の基準値と同じ 3,000 個/cm3以下とする。 

3,000 個/㎝ 3以下（排水基準値）

 ダイオキシン類 

法令の排水基準値は、10 pg-TEQ/L 以下である。 

当組合の舞川清掃センター、花泉清掃センター及び東山清掃センターは10 pg-TEQ/L

以下としている。いずれの施設も、これまでに各施設で設定している計画放流水質の

基準値を超えたことはなく安定稼働しており、基準の達成に当たっての技術的な問題

はない。 

これらのことを踏まえ、最終処分場の計画放流水質の基準値は、排水基準値及び組

合の現施設の基準値と同じ 10 pg-TEQ/L 以下とする。 

10 pg-TEQ/L 以下（排水基準値）

 その他の項目 

上記以外の項目の計画放流水質については、「一般廃棄物の最終処分場及び産業廃

棄物の最終処分場に係る技術上の基準を定める省令（昭和 52 年総理府、厚生省令第

１号）」別表第一に掲げる排水基準値とする。 
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表３ 県内最終処分場の計画放流水質（平成 9 年以降供用開始施設） 

ｐＨ 

（－） 

ＢＯＤ 

（mg/L） 

ＣＯＤ 

（mg/L） 

ＳＳ 

（mg/L） 

大腸菌 

群数 

（個/cm3） 

ダイオキ

シン類 

（pg-

TEQ/L）

遠野市 清養園クリー

ンセンター最終処分場 
6.5～8.5 10 以下 10 以下 10 以下 

3,000 

以下 
10 以下 

八幡平市 一般廃棄物

最終処分場 
5.8～8.6 20 以下 50 以下 10 以下 

3,000 

以下 
10 以下 

岩手町 一般廃棄物最

終処分場 
6.5～8.5 10 以下 10 以下 10 以下 

3,000 

以下 
10 以下 

久慈地区広域行政事務

組合 最終処分場 
6.5～8.5 10 以下 10 以下 10 以下 

3,000 

以下 
10 以下 

陸前高田市 一般廃棄

物最終処分場 
5.8～8.6 15 以下 30 以下 15 以下 

3,000 

以下 
10 以下 

盛岡・紫波地区環境施設

組合 最終処分場 
5.8～8.6 20 以下 40 以下 20 以下 

3,000 

以下 
10 以下 

大船渡地区環境衛生組

合 一般廃棄物最終処

分場 

5.8～8.6 10 以下 20 以下 10 以下 
3,000 

以下 
10 以下 

滝沢・雫石環境組合  

滝沢最終処分場 
5.8～8.6 10 以下 10 以下 10 以下 

3,000 

以下 
10 以下 

北上市 

一般廃棄物最終処分場 
6.5～8.5 10 以下 10 以下 10 以下 

3,000 

以下 
10 以下 

一関地区広域行政組合 

舞川清掃センター 
6.5～8.5 10 以下 10 以下 10 以下 

3,000 

以下 
10 以下 

一関地区広域行政組合 

花泉清掃センター 
5.8～8.6 20 以下 50 以下 20 以下 

3,000 

以下 
10 以下 

一関地区広域行政組合 

東山清掃センター 
5.8～8.6 10 以下 50 以下 5 以下 

3,000 

以下 
10 以下 

※ 花泉清掃センターは昭和 63 年 7 月竣工、東山清掃センターは昭和 58 年 3 月竣工 
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表４ 計画放流水質（案） 

項  目 
排水基準値 

（性能指針） 
計画放流水質 計画放流水質の根拠 

水素イオン濃度（ｐＨ） 5.8～8.6 6.5～8.5 

放流先に想定され

る北ノ沢川が流入す

る千厩川において指

定されている環境基

準Ａ類型の基準値と

する。 

生物化学的酸素要求量

（ＢＯＤ） 

60 mg/L以下 

(20 mg/L以下) 
10 mg/L以下

現施設は計画放流水

質の範囲内で安定稼働

しており、現施設と同

じ値とする。

化学的酸素要求量 

（ＣＯＤ） 
90 mg/L以下 10 mg/L以下

現施設は計画放流水

質の範囲内で安定稼働

しており、現施設と同

じ値とする。

浮遊物質量（ＳＳ） 
60 mg/L以下 

(10 mg/L以下) 
10 mg/L以下

国のガイドラインに

おいて、浮遊物質除去

の徹底として示された

基準値及び性能指針の

基準値とする。

大腸菌群数 3,000個/ 以下 3,000個/ 以下

現施設は計画放流水

質の範囲内で安定稼働

しており、現施設と同

じ値とする。 

ダイオキシン類 10pg-TEQ/L以下 10pg-TEQ/L以下

現施設は計画放流水

質の範囲内で安定稼働

しており、現施設と同

じ値とする。

その他の項目 排水基準値以下 排水基準値以下 

一般廃棄物の最終

処分場に係る技術上

の基準を定める省令

の別表第一に定める

値とする。 
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